
平成２６年（厚）第３００号

平成２７年２月２７日裁決

主文

本件再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金及

び厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）

による障害厚生年金の支給を求めるという

ことである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、発病日を昭和○年○月○日

とする頭部外傷後遺症（高次脳機能障害）

（以下「当該請求傷病」という。）により

障害の状態にあるとして、平成○年○月

○日（受付）、厚生労働大臣に対し、い

わゆる事後重症による請求として障害基

礎年金及び障害厚生年金 (以下、併せて

「障害給付」という。) の裁定を請求し

た（以下「本件裁定請求」という。）。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「請求のあった傷病

（頭部外傷後遺症（高次脳機能障害））に

ついて、請求日である平成○年○月○日

現在の障害の状態は、相当因果関係のな

い傷病（統合失調症）の症状が混在して

おり、当該請求傷病のみの障害の状態を

認定することができないため。」という

理由により本件裁定請求を却下する旨の

処分（以下「原処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　当審査会の判断

１　障害厚生年金は、障害の状態が障害等

級３級の程度以上に該当しなければ支給

されないこととなっており、厚年法第

４７条第２項によると、障害等級は障害

の程度に応じて重度のものから１級、２

級及び３級とし、各級の障害の状態は政

令で定めることとされているところ、こ

れを承けた厚年法施行令（以下「厚年令」

という。）第３条の８は、障害等級の各

級の障害の状態は、１級及び２級につい

てはそれぞれ国年法施行令（以下「国

年令」という。）別表に定める障害の状

態とし、３級については厚年令別表第１

に定める障害の状態とする旨定めている

が、障害の状態が国年令別表に定める程

度（１級又は２級）に該当するときは、

障害厚生年金に併せて、障害基礎年金も

支給される。

２　そうして、本件記録によれば、請求人

は、既に、受給権発生日を平成○年○月

○日として、初診日を平成○年○月○日

とする傷病コード「０６」（精神障害（統

合失調症））により障害等級２級の障害

基礎年金の支給を受けているところ、前

記第２の２記載の理由によりなされた原

処分に対し、昭和○年○月○日厚生年金

を払っている時、交通事故で意識不明重

体となり、７か月後退院、どうにか命だ

けはあり、身体障害・精神障害となって

３６年になると主張して、障害給付を求

めているのであるから、本件の問題点は、

提出された a病院 b科・Ａ医師作成の平

成○年○月○日現症に係る同日付診断書

（以下「本件診断書」という。）などの資

料により、裁定請求日当時における請求

人の当該請求傷病による障害の状態（以

下「本件障害の状態」という。）が、厚

年令別表第１に定める障害等級３級の程

度、あるいは国年令別表に定める障害等

級１級又は２級の程度のいずれかに該当

すると認められるかどうかということに

なる。

３　当該請求傷病による障害により、障害

等級１級及び２級の障害給付が支給され

る障害の程度としては、国年令別表に、

１級については、｢精神の障害であつて、

前各号と同程度（注：日常生活の用を弁

ずることを不能ならしめる程度）以上と

認められる程度のもの ｣（１０号）が、

２級については、「精神の障害であつて、

前各号と同程度（注：日常生活が著しい



制限を受けるか、又は日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度）以

上と認められる程度のもの」（１６号 )

が、また、障害等級３級の障害厚生年金

が支給される障害の程度としては、厚年

令別表第１に「精神又は神経系統に、労

働が著しい制限を受けるか、又は労働に

著しい制限を加えることを必要とする程

度の障害を残すもの」（１３号）及び「傷

病が治らないで、身体の機能又は精神若

しくは神経系統に、労働が制限を受ける

か、又は労働に制限を加えることを必要

とする程度の障害を有するものであつ

て、厚生労働大臣が定めるもの」（１４号）

が掲げられている。

そして、国年法及び厚年法上の障害の

程度を認定するためのより具体的な基準

として、社会保険庁により発出され、同

庁の廃止後は厚生労働省の発出したもの

とみなされて、引き続き効力を有するも

のとされている「国民年金・厚生年金保

険障害認定基準」（以下「認定基準」と

いう。）が定められているが、障害の認

定及び給付の公平を期するための尺度と

して、当審査会もこの認定基準に依拠す

るのが相当であると考えるものである。

認定基準第３第１章第８節／精神の障

害によると、精神の障害の程度は、その

原因、諸症状、治療及びその病状の経過、

具体的な日常生活状況等により、総合的

に認定するものとし、日常生活の用を弁

ずることを不能ならしめる程度のものを

１級に、日常生活が著しい制限を受ける

か又は日常生活に著しい制限を加えるこ

とを必要とする程度のものを２級に、労

働が著しい制限を受けるか又は労働に著

しい制限を加えることを必要とする程度

の障害を残すもの、及び労働が制限を受

けるか又は労働に制限を加えることを必

要とする程度の障害を有するものを３級

に該当するものと認定するとされ、精神

の障害は、多種であり、かつ、その症状

は同一原因であっても多様であるので、

認定に当たっては具体的な日常生活状況

等の生活上の困難を判断するとともに、

その原因及び経過を考慮するとされてい

る。また、精神の障害は、「統合失調症、

統合失調症型障害及び妄想性障害」、「気

分（感情）障害」、「症状性を含む器質性

精神障害」、「てんかん」、「知的障害」、「発

達障害」に区分するとされ、当該請求傷

病による障害については、現出している

症状からして、症状性を含む器質性精神

障害の認定基準・認定要領により認定す

るのが相当と認められるところ、症状性

を含む器質性精神障害による障害で各障

害等級に相当すると認められるものの一

部例示として、１級については、｢高度

の認知障害、高度の人格変化、その他の

高度の精神神経症状が著明なため、常時

の援助が必要なもの ｣が、２級について

は、「認知障害、人格変化、その他の精

神神経症状が著明なため、日常生活が著

しい制限を受けるもの」が、また、３

級については、「１．認知障害、人格変

化は著しくはないが、その他の精神神経

症状があり、労働が制限を受けるもの」、

「２．認知障害のため、労働が著しい制

限を受けるもの」が掲げられている。さ

らに、脳の器質障害については、精神障

害と神経障害を区分して考えることは、

その多岐にわたる臨床症状から不能であ

り、原則としてそれらの諸症状を総合し

て、全体像から総合的に判断して認定す

るとされ、さらに、高次脳機能障害とは、

脳損傷に起因する認知障害全般を指し、

日常生活又は社会生活に制約があるもの

が認定対象となり、その障害の主な症状

としては、失語、失行、失認のほか記憶

障害、注意障害、遂行機能障害、社会的

行動障害などがあり、障害の状態は、代

償機能やリハビリテーションにより好転

も見られることから療養及び症状の経過

を十分考慮するとした上で、日常生活能

力等の判定に当たっては、身体的機能及

び精神的機能を考慮の上、社会的な適応

性の程度によって判断するよう努めると

されている。

４　本件障害の状態について判断する。

本件診断書によると、障害の原因と



なった傷病名には当該請求傷病が掲げら

れ、発病から現在までの病歴及び治療の

経過等は、請求人が、平成○年○月○日

に陳述したものとして、高校卒業後の昭

和○年○月○日（１９歳時）、就労して

いたが、乗用車を運転して停車中のダン

プカーに激突して脳挫傷、頭蓋底骨折の

傷害を負い、意識障害でｃ病院に入院、

左大腿骨骨折（転位著明）の手術のため、

同年○月○日にｄ病院に転医し、昭和○

年○月○日まで入院治療を受け、事故受

傷にて、左側頭葉前方など脳挫傷を負っ

て当時から高次脳機能障害を来していた

が、長年、脳障害の発症時期を見のがさ

れていたと推定されるとされ、診断書作

成医療機関における初診時（平成○年○

月○日）所見は、３６年前の脳挫傷（左

側頭葉前方）の後遺症として慢性的な病

態があり、自発性低下、計画的、論理的

な思考困難、遂行機能障害、固執して柔

軟な思考が困難、記銘力低下などを認め

たとされている。現在の病状又は状態像

として、抑うつ状態（思考・運動制止、

憂うつ気分、希死念慮）、幻覚妄想状態

等（幻覚、妄想）、知能障害等（高次脳

機能障害（記憶障害、注意障害、遂行機

能障害、社会的行動障害））、人格変化（欠

陥状態、無関心、無為）が指摘され、具

体的には、平成○年○月○日に頭部ＭＲ

Ｉを再検した結果、左側頭葉前方（側頭

極）の脳挫傷による脳溝拡大など著しい

萎縮所見、前頭葉～頭頂葉に広汎な萎縮

（脳溝開大と脳室拡大）、前頭葉などにＴ

１強調の低信号スポットとして点状の脳

内出血の跡を認め、これらの所見から、

１９歳時に重度の頭部外傷により、びま

ん性軸索損傷の病態も加わっていること

が確認され、同月○日のＷＡＩＳ－Ⅲに

て全検査ＩＱ８２（言語性ＩＱ９３、動

作性ＩＱ７２）で、頭部外傷後遺症に伴

う二次的障害として、抑うつ、幻覚妄想

が活発となった時期（平成○年～○年）

もあったようであるが、現在は小康状態

にあるとされ、現在の生活環境は、同居

者のない在宅生活で、両親が死去し、残

され一人暮らしとなっている。日常生活

能力の判定は、適切な食事、身辺の清潔

保持、金銭管理と買い物、通院と服薬

（不要）、他人との意思伝達及び対人関係、

身辺の安全保持及び危機対応、社会性の

いずれの項目も、自発的かつ適正に行う

ことはできないが助言や指導があればで

き、日常生活能力の程度は、精神障害と

して、「（３）　精神障害を認め、家庭内

での単純な日常生活はできるが、時に応

じて援助が必要である。」、知的障害とし

て、「（３）　知的障害を認め、家庭内で

の単純な日常生活はできるが、時に応じ

て援助が必要である。」と判断されてい

る。現症時の就労はなく、身体所見 (神

経学的な所見を含む。）は、左大腿骨骨

折後があり、障害者自立支援法に規定す

る自立訓練、共同生活援助、共同生活介

護、在宅介護、その他障害福祉サービス

等の利用はなく、現症時の日常生活活動

能力及び労働能力は、日常生活能力は限

定されており、労働能力は失われている

とされ、予後は、改善の見込みは乏しく、

今後、二次障害としての精神症状が増悪

する危険性があると記載されている。

また、ｅ病院ｆ科・Ｂ医師 (以下「Ｂ

医師」という。)作成の平成○年○月○

日現症に係る同日付診断書をみると、障

害の原因となった傷病名は「統合失調症」

とされた上で、発病から現在までの病歴

及び治療の経過等は、請求人の母（Ｃ）

が平成○年○月○日に陳述したものとし

て、１９歳時に交通事故に遭い脳挫傷の

ため３か月意識不明の状態が続き、同時

に大腿骨骨折の後遺症で左下肢を少し引

きずるようになったとされ、その後、就

労したが仕事が覚えられなかったり、能

率が悪かったりで、どこも長続きせず辞

めさせられ、そのため、２０歳代後半か

らは自宅で農業の手伝いをする程度で、

無為・自閉の生活となっていたとされ、

平成○年○月頃より、不眠、食欲不振、

意欲低下、抑うつ気分などが出現し、同

年○月○日、ｇ病院に初診し、うつ病と

高次脳機能障害と診断され、以後外来治



療を受けたが、多少改善したものの意欲

の低下や短期記憶障害などが遷延し、そ

のため農業も辞めてしまい、平成○年○

月で治療中断し、自宅に引きこもってい

たが、同年○月より、幻聴や被害関係妄

想が出現、自殺企図もあったため、同月

○日家族につれられて来院、統合失調症

と診断され、入院も検討されたが、家族

の希望で外来治療を開始し、現在は多少

症状が改善してきたため外来治療を継続

しているとされている。平成○年○月○

日当時の病状又は状態像としては、抑う

つ状態（思考・運動制止、憂うつ気分、

希死念慮）、幻覚妄想状態等（幻覚、妄想、

思考形式の障害）、統合失調症等残遺状

態（自閉、感情鈍麻、意欲の減退）、人

格変化（欠陥状態、無関心、無為）が認

められ、これらの病状又は状態像は、Ｂ

医師作成の平成○年○月○日現症に係る

同月○日付診断書（以下「平成○年現症

診断書」という。）によれば、平成○年

○月○日現症時においても、抑うつ状態

として希死念慮が、幻覚妄想状態等とし

て幻覚、妄想に加えて、思考形式の障害、

著しい奇異な行為、統合失調症等残遺状

態として、自閉、感情鈍麻、意欲の減退、

人格変化として欠陥状態、無関心、無為

が継続して認められている。

以上の各診断書によれば、請求人は、

○○歳時に頭部外傷後遺症（脳挫傷）後

に、記憶障害、注意障害、遂行機能障害、

社会的行動障害などの諸症状があり、平

成○年○月頃より、不眠、食欲不振、意

欲低下、抑うつ気分が出現し、同年○月

には、うつ病、高次脳機能障害と診断さ

れ、さらに、同年○月より、幻聴、被害

関係妄想が出現し、自殺企図もあり、平

成○年○月○日には、統合失調症と診断

されている。その後も、抑うつ状態、幻

覚妄想状態等、統合失調症等残遺状態、

人格変化があり、平成○年現症診断書現

症日（平成○年○月○日）、本件診断書

現症日（平成○年○月○日）のいずれの

時点でも、これらの病状又は状態像が継

続して認められている。

以上のように、本件診断書に記載され

ている障害の状態をみるに、本件におい

て認定対象とすべき本件請求傷病に直接

起因する障害に加え、既に障害等級２級

の障害基礎年金の受給対象となっている

本件請求傷病と別傷病である統合失調症

に起因した障害の状態が混在しているこ

とになり、そうすると、本件診断書の記

載に基づいて、本件障害の状態のみを正

確に抽出し、その障害の程度がいかなる

ものであり、それが国年令別表あるいは

厚年令別表第１に定めるいかなる障害等

級に該当しているかについて、これを客

観的かつ公正、公平に判断することはで

きないと言わざるを得ない。すなわち、

本件請求傷病に起因する障害として、記

憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会

的行動障害等が認められるものの、統合

失調症に起因する抑うつ状態（思考・運

動制止、憂うつ気分、希死念慮）、幻覚

妄想状態等（幻覚、妄想、思考形式の障

害、著しい奇異な行為）、統合失調症等

残遺状態（自閉、感情鈍麻、意欲の減退）、

人格変化（欠陥状態、無関心、無為）の

諸症状が加重されている状態であり、こ

れらの症状が重なり合って、実際の日常

生活あるいは社会生活上の阻害要因と

なっているのである。さらに、本件請求

傷病による症状、障害と統合失調症に起

因する症状・障害は、精神の障害として

極めて類似し、共通の精神の障害として

表出されることから、これらを、本件請

求傷病と統合失調症のどちらの疾病に起

因するものかを正確に分離して評価する

ことはできない。

５　以上のように、本件障害の状態につい

ては、本件請求傷病による障害と別傷病

（統合失調症）による障害の状態が混在

して記載されている本件診断書に基づい

て、これを認定・判断することができず、

また、提出されている他のいかなる資料

を参考にしても、これら複数の資料を併

せてみても、これを判断することはでき

ない。

６　よって、原処分は相当であって、取り



消すことはできず、本件再審査請求は理

由がないので、これを棄却することとし、

主文のとおり裁決する。


